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［要旨］バイオ燃料生産に伴う森林から農地への土地利用変化が環境に与える影響を評価するた

め、土地利用の影響評価手法を検討した。ライフサイクルアセスメント（LCA）の枠組みを活用

し、水利用も併せて評価した。第１に、インドネシアとブラジルにおける農地と森林の近年の動

向を明らかにするとともに、植物油のLCAを通してパームオイルの位置づけを解明した。以上に

より、LCAにおいて土地利用を評価対象とすることが重要であることを示した。第2に、東单アジ

ア（マレーシア／インドネシア）のパームオイル生産とヨーロッパのナタネ油生産を比較し、「後

発者の不利益」ともいえる状況があることを明らかにした。第3に、事例としてインドネシアを取

り上げ、地域（州）レベルでの土地利用の影響評価を実施し、土地利用の影響評価の結果は土地

条件によって大きく異なることを示した。まず、パームヤシの生産性に基づく地域（州）ごとの

影響評価を実施し、土地利用転換に伴う環境影響には州ごとに大きな格差が生じ得ることを示し

た。次いで、州別に土地条件（泥炭土シェア）を考慮した影響評価を実施し、土地利用転換に伴

う州別のCO2排出量は、化石燃料由来のCO2排出量より一般に多く、土地条件（泥炭土シェア）を

考慮するとさらに増加することを解明した。第4に、ライフサイクルインベントリ（LCI）データ

を構築する中で、商用のパームヤシプランテーションにおける肥料・農薬等の資材や用水の利用

実態を明らかにした。また、土地利用の影響評価の一環として、エネルギー作物生産の水必要量

を推計した。  

 

［キーワード］ライフサイクルアセスメント、ライフサイクルインベントリ、土地利用変化、特

性化係数、パームオイル  

 

１．はじめに  

 食料生産やエネルギー生産への世界的な需要の高まりが、熱帯地方での森林破壊の一因になっ

ている。森林破壊の速度は低下しているものの、その率は依然として高いと指摘されている1)。森

林破壊は主として熱帯雤林から農地への転換に伴うものであり、関連する環境問題として、気候

変動、土壌炭素貯留、生態系サービス、生物多様性等に関わる問題がある。  

熱帯地方の森林破壊を減尐させることは国際的な課題であり、それは農業生産、バイオ燃料生

産と深く関わっている。とりわけインドネシアでのパームヤシ生産、ブラジルでの大豆生産が注

目されるところとなっている。本研究では、こうした土地利用変化がもたらす環境影響をどのよ
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うに評価するかを検討する。  

 

２．研究目的  

本研究の目的は、ライフサイクルアセスメント（LCA）の枠組みを用いて土地利用の影響評価

を行う方法を検討し、実際に農地への転換に伴う土地利用変化の影響評価を行うことである。熱

帯雤林から農地への転換に関して注目されているインドネシアとブラジルの近年の土地利用変化

の動向を概観した後で、LCAにおける土地利用の影響評価手法を検討する。以上に基づいて、イ

ンドネシアにおけるパームオイル生産を事例とした土地利用の影響評価を行う。  

 

３．研究方法  

 本研究は、以下のように、グローバルな問題からローカルな問題へと順を追って分析する。  

第1に、LCAにおいて土地利用を評価対象とすることが重要であることを示すため、インドネシ

アとブラジルにおける農地と森林の近年の動向を検討するとともに、植物油のLCAを実施し、パ

ームオイルの位置づけを解明する。  

第2に、「後発者の不利益」ともいえる状況を示すため、インドネシアのパームオイルとヨーロ

ッパのナタネ油を仮想的に比較し、土地利用の影響評価に伴う社会的要因を明らかにする。  

第3に、土地利用の影響評価の結果は土地条件によって大きく異なることが予想されるため、イ

ンドネシアの州レベルでの土地利用の影響評価を実施する。影響評価の地域化は、パームヤシの

生産性、パームヤシ生産地における泥炭土地帯のシェアに基づいて行う。  

第4に、パームヤシ生産のライフサイクルインベントリ（LCI）分析の展望を示すため、実際の

プランテーションにおけるデータ収集の結果を、水利用を含め検討する。  

 

４．結果・考察  

（１）LCAにおける「土地利用」の重要性  

１）バイオ燃料をめぐる土地利用変化  

 インドネシアとブラジルにおける農地と森林の近年の動向は、図1の通りである。両国とも耕地

面積は増加傾向にあるのに対して、森林面積は減尐している。インドネシアでは地表面積の12%

に相当する23 M haが、ブラジルでは同6%に相当する51 M haが1990年から2008年の間に消失して

いる。  

 これらの傾向は、バイオ燃料生産のために新たに用意できる土地が限られていることを示して

いる。現在バイオ燃料に用いられている土地面積（米国、EU、ブラジル、中国の合計）は、13.8 M 

haであると推計されており、これは世界の穀物面積（1500 M ha）の1%に相当する2)。世界全体で

のバイオ燃料の生産目標（2020年）を達成するためには、56～166 M haの土地が必要であると推計

されており7)、これは日本の地表面積の1.5～4.4倍に相当する。  
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インドネシアの耕地面積（1000 ha）           インドネシアの森林面積（1000 ha） 

 

 

ブラジルの耕地面積（1000 ha）                ブラジルの森林面積（1000 ha）  

 

図１ . インドネシアとブラジルにおける土地利用変化  

資料: FAOSTAT 

 

２）植物油生産を事例としたLCA 

 ここでの目的は、製油工場段階での植物油（バイオディーゼルの前段階の物質）の比較LCAを

実施し、土地利用の影響評価を実施する意義を確認することである。対象とした植物油は次の通

りである。ヒマシ油（インド）、ココナッツ原油（フィリピン）、ジャトロファ油（インド）、

オリーブ油（キプロス）、パーム核油（マレーシア）、パームオイル（マレーシア）、パームオ

イル（森林伐採がない場合、マレーシア）、ナタネ油（スイス）、ナタネ油（ヨーロッパ）、有

機ナタネ油（ヨーロッパ）、ダイズ油（ヨーロッパ）、ダイズ油（ブラジル）、ダイズ油（米国）。  

システム境界は、製油段階まで（”cradle to gate”）とし、機能卖位は製油1 kgとした。分析は通

常のLCA（attributional LCA）によって行った。また、用いたLCIデータベースはecoinvent 2.0
5)を基

本とし、ESUサービスが作成したデータ4)も用いた。評価に用いた影響領域は、GHG排出量（地球

温暖化ポテンシャル、GWP）、エネルギー消費（累積エネルギー需要、CED）、土地占有および

土地利用転換（エコシステムダメージポテンシャル、EDP）である。計算はSimaPro 7.1によって実

施した。地球温暖化ポテンシャルの計算において、生物起源のCO2排出と固定分は算入しなかった。 
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植物油のライフサイクルでのGHG排出量          植物油のCED 

 

 

植物油のEDP（占有）            植物油のEDP（転換）  

 

図2. 植物油の比較LCA 

 分析結果は以下の通りである（図2）。植物油のライフサイクルGHG排出量を比較することによ
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り、パームオイル、とりわけ森林伐採がない場合のパームオイルの排出量が小さいことがわかっ

た。CED（再生不可能部分）の比較からも同様の傾向が指摘できた。生産効率が高いパームオイ

ルは、EDP（占有）の値も小さいこと、つまり占有に伴う生態系への影響が相対的に小さいことが

示された。しかしながら、土地利用の転換については、異なった結果が得られた。EDPの値が最も

大きいのは、ブラジルのダイズ油である。マレーシアのパームオイルについては、森林伐採があ

る場合とない場合とで大きな相違のあることが示された。  

 

（２）LCAにおける土地利用の影響評価  

上の比較LCAにおいて注目すべき結果は、「パームオイル（マレーシア）」と「パームオイル

（森林伐採がない場合・マレーシア）」の違いであり、土地利用の影響評価がLCAにおいて重要

であることを示している。実際、土地利用の影響評価はLCAにおいて、とりわけ農産物のように

生産段階で土地への依存度が大きい製品のLCAにおいて重要なテーマとなっている。  

１）フレームワーク  

LCAにおける土地利用の影響評価のフレームワークは図3の通りである。その特徴は、以下のよ

うに要約される。①占有と転換が明示的に区別されている。②土地利用の変化に伴う土地の質（q*, 

q0, q1, q2）が定義されている。③影響の程度は参照点となる状態（q*）との関係で決定される。

④占有期間等の時間の定義（t0 から t1 または t2）が評価上重要である。  

 

 

図3. LCAにおける土地利用の影響評価のフレームワーク  

 

２）パームオイル生産の事例  

a 地域間の比較  

 この節では、東单アジアとヨーロッパでの植物油生産を比較することにより、環境影響評価の

背後にある社会的側面を明らかにする。マレーシアでのパームヤシ生産とドイツでのナタネ生産

を比較するが、その際に仮想的な土地利用シナリオの違いが種多様性（ species richness）に与える

影響を検討することにより、発展段階の違いに起因するある種の不平等性に焦点を当てる。イン
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ベントリデータはecoinvent 2.2をベースとし、Schmidt
5)によって開発された特性化係数によって、

表1のシナリオを検討した。その特性化係数は、デンマーク用とマレーシア・インドネシア用が求

められているが、検討したドイツの事例に対してはデンマーク用の係数を代用した。  

ナタネを集約的草地から集約的卖年性穀物栽培への転換により栽培した場合とパームヤシを集

約的ゴム農園からアグロフォレストリーへの転換により栽培した場合を比較すると、後者の方が

多様性への影響が小さいことが示された。特に注目されたのは、ナタネを原生林から集約的卖年

性穀物栽培への転換により栽培した場合の影響の大きさである。  

 この結果は、東单アジアとヨーロッパの間に異時点間での不平等性（「後発者の不利益」）が

存在することを示している。言い換えれば、ヨーロッパにおける過去の土地利用転換の環境負荷

の方が、現在の東单アジアにおける転換の負荷よりも大きくなり得ること、したがって、東单ア

ジアにおける現在の土地利用転換に伴う負荷のみに注目することには、ある種の不平等性が伴い

得ることを示している。  

 

表１ . 土地利用変化の種多様性への影響（wS100/kg）  

製品  シナリオ  占有  転換  

ナタネ油  

原料生産：ドイツ（ザクセン=アンハルト州）でのナタネ生

産。集約的草地から集約的卖年性穀物栽培への転換。  

製油：EUでの平均的プラント。  

0.0191 0.0398 

ナタネ油  

原料生産：ドイツ（ザクセン=アンハルト州）でのナタネ生

産。原生林から集約的卖年性穀物栽培への転換。  

製油：EUでの平均的プラント。  

0.0191 6.01 

パームオ

イル  

原料生産：マレーシアでのパームオイル生産。集約的ゴム

農園からアグロフォレストリーへの転換。  

製油：マレーシアでの平均的プラント。  

0.00473 0.000851 

パームオ

イル  

原料生産：マレーシアでのパームオイル生産。原生林から

アグロフォレストリーへの転換。  

製油：マレーシアでの平均的プラント。  

0.00473 0.0421 

注：wS100とは、100 m
2の標準地域において、生態系の脆弱性に関するファクターで重み付けをし

た種多様性である。  

 

b 生産性に基づいた地域化  

以上の分析は、土地利用変化のシナリオの設定が影響評価を実施する上で重要であることを示

唆している。土地利用変化の影響評価においては、それに加え、地域性を考慮することが重要な

意味を持つ。そこで以下では、地域差を反映した土地利用の影響評価を、つまり土地利用の影響

評価の地域化を検討する。 

まずは、インドネシアのボルネオ島とスマトラ島の12州（図４）のそれぞれについて、パーム

ヤシの生産性の違いを反映させた評価を行う。具体的には、インベントリデータ（ecoinvent 2.2）

における収量に各州の値を用いた3)。ただし、その値がパーム原油（Crude Palm Oil, CPO）であっ

たためパーム果房（Fresh Fruits Bunch, FFB）に換算した1)。特性化係数は暫定的にEDPを用いた。 
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図4 事例としたインドネシア12州の位置  

 

分析結果は表2の通りである。第１に、転換の方が占有に比べて大きく、前者は後者のおよそ38

倍であった。第2に、インドネシアにおける主要なパームヤシ生産地帯である北スマトラとリアウ

における値が相対的に小さいことが示された。  

 

表2. パームヤシ生産の地域別EDP（EDP/kg FFB）  

 地域（州）  占有  転換  

ボルネオ島    

 
西カリマンタン  0.533 20.1 

 
中央カリマンタン  0.518 19.6 

 
单カリマンタン  0.486 18.3 

 
東カリマンタン  0.598 22.6 

スマトラ島    

 
アチェ  0.541 20.4 

 
北スマトラ  0.390 14.7 

 
リアウ  0.432 16.3 

 
西スマトラ  0.529 20.0 

 
ジャンビ  0.509 19.2 

 
ブンクル  0.533 20.1 

 
单スマトラ  0.515 19.4 

 
ランプン  0.551 20.8 

 

 

c 泥炭土のシェアに基づいた地域化  

上記結果は州ごとの環境負荷の違いを検討する上では有用であるが、近年問題となっている泥

炭地帯における土地利用転換を対象とした評価ではない。したがって、次に、各州における泥炭

土のシェアを考慮した評価を行う。ここでは、土地利用転換に伴うCO2排出量に注目する。  

排出量の計算において転換を2つの部分に区分した。第1は、開拓地の供給プロセスであり、熱
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帯雤林の伐採による集約的森林への転換である。第2は、他方はプランテーションレベルでのFFB

の生産プロセスであり、集約的森林から集約的短伐期林への転換を意味する。伐採時には20%のバ

イオマスを燃焼すると想定した。各州のパームヤシプランテーションにおける泥炭土のシェアは

Kohらの成果によった6)。パームヤシプランテーションでの泥炭の分解によるCO2排出量は、Uryu

らの報告書に基づいている9)。  

分析結果は以下の通りである（表3）。第1に、泥炭土の存在を無視した場合（ケース2）でさえ、

化石燃料由来のCO2排出量よりも土地利用転換に伴うCO2排出量の方が多いことが示された。第2

に、泥炭土のシェアを考慮すると、CO2排出量の値が著しく増加することが明らかとなった。西ス

マトラとリアウでは4倍以上、ブンクル、北スマトラ、ジャンビ、西カリマンタンでは3倍以上の

増加となった。また、泥炭土を考慮した場合の土地利用転換に伴うCO2排出量は、化石燃料由来の

CO2排出量の8倍以上であった。以上のことは、土地利用の影響評価において、地域の土地条件を

考慮することが重要であることを示している。  

 

表3. パームヤシ生産への土地利用転換に伴う地域別CO2排出量（kg CO2 / kg FFB）  

地域（州）  
土地利用転換に伴うCO2排出量  化石燃料由来の

CO2排出量  ケース1 ケース2 ケース1/ケース2 

ボルネオ島      

 
西カリマンタン  0.861 0.289 3.0 0.165 

 
中央カリマンタン  0.491 0.281 1.8 0.164 

 
单カリマンタン  0.263 0.263 1.0 0.162 

 
東カリマンタン  0.326 0.324 1.0 0.170 

スマトラ島      

 
アチェ  0.705 0.293 2.4 0.166 

 
北スマトラ  0.656 0.211 3.1 0.156 

 
リアウ  1.038 0.234 4.4 0.159 

 
西スマトラ  1.417 0.287 4.9 0.165 

 
ジャンビ  0.824 0.276 3.0 0.164 

 
ブンクル  1.061 0.289 3.7 0.165 

 
单スマトラ  0.560 0.279 2.0 0.164 

 
ランプン  0.712 0.298 2.4 0.167 

ケース1：泥炭土のシェアを考慮した場合。  

ケース2：泥炭土のシェアを考慮しない場合。  

 

（３） プランテーションレベルでの検討  

より詳細な分析の可能性を検討し、今後の展望を示すため、プランテーションレベルでのLCIデー

タの収集を行った。対象は、北スマトラ州の2つの商用プランテーションである。収集したデータ

は、FFB生産、CPO生産、バイオディーゼル生産に関するフォアグラウンドプロセス（前景となる

評価対象自体）のデータである。パームヤシプランテーションでのFFB生産についてみると、最も

多用されている肥料が尿素であること、成分量で最も多用されている農薬が除草剤のパラコート

ジクロライドであること等が示された。これらの資材利用については、FFB生産においてはBMP

（Best Management Practices）が、CPO生産においてはGMP（Good Management Practices）が実践さ

れていることに留意する必要がある。  
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 水利用については、上のインベントリデータにおいては、種苗生産段階で多く利用されている

ことが示された。影響評価手法としては、ウォーターフットプリントの可能性を検討した。とり

わけ、土地利用変化の影響評価の一環としての分析を意識しつつ、エネルギー作物生産の水必要

量の計算方法に検討を加え、モデルを用いる方法の妥当性を検討した。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

 本研究の主要成果は以下の通りである。①LCAの枠組みを利用した土地利用の影響評価手法は、

仮想的なシナリオに基づく異時点間の比較に適用することができる。この方法によりある種の不

平等性（「後発者の不利益」）の存在が指摘できた。②土地利用の影響評価手法は地域化するこ

とができる。これによりインドネシアでのパームヤシ生産を事例に、生産性格差を考慮した評価

を行い、土地利用転換に伴う環境影響の結果には地域（州）ごとに大きな格差が生じ得ることが

示された。③インドネシアでのパームヤシ生産について、州別に土地条件（泥炭土シェア）を考

慮する方法を示した。この方法の適用結果は、土地利用転換に伴う州別CO2排出量は、化石燃料由

来の州別CO2排出量より一般に多く、土地条件（泥炭土シェア）を考慮するとさらに増加すること

が示された。これらは、土地利用変化に関するこれまでの議論に新たな次元を付加するものであ

り、土地利用の影響として、GHG排出量に加え、生物多様性や生態系サービスまでを対象にして

いることの科学的意義は大きい。  

 

（２）環境政策への貢献  

 本研究成果は、バイオ燃料の環境影響を評価する際に、土地利用変化、とりわけ森林から農地

への転換を評価対象にすることが重要であることを示している。このことは、環境政策に対して

以下のような意味を持っている。まず、地球温暖化防止に関する政策に関しては、GHG排出量を

計算する際に、それが化石燃料の使用に由来するものか、土地利用変化に由来するものかを区別

することが重要であることである。また、生物多様性に関する政策に関しても、種多様性の評価

に留まってはいるが、それを定量的に評価するLCAの手法は貢献するころが大きい。総じて、環

境と調和したバイオ燃料生産・利用システムを構築する上での指針を示す際に活用することがで

きる。以上に加え、インドネシアを事例とした分析は、森林を新たに農地として利用することに

伴うグローバルな観点からの問題点を示しており、土地利用に制限を設けること等の論拠となり

得る。今後、成果の広報・普及に努めたい。  
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